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This paper models decision-making about public goods by heterogeneous agents, and analyses by equilibrium
analysis and computer simulation. As a result of these analysis, it is found that the investments to public goods
and the total surplus are enlarged by increasing the number of agents with low investment cost. In addition, we
find that when the number of agents with low investment cost is two, their investments tend to increase.

1. はじめに

日常生活において，私的な利益を追求し最大化しようとす
る行為によって公共的な利益を損なってしまう状況が多く存在
している．このような共益と私益のジレンマを社会的ジレンマ
と呼び，環境問題や社会運動，共有スペースの掃除，自転車の
路上駐輪など様々な形で実社会に存在している．
社会的ジレンマにおける大きな問題のひとつにフリーライ

ダーの存在がある．フリーライダーとは，公共財供給の際に公
共財に対する自己の費用負担を出来るだけ低め，他の個人の費
用負担によって供給される公共財からその便益を享受しようと
する個人のことである．フリーライダー問題は「公共財提供に
おけるフリーライダー問題」として Olson によって定式化さ
れている [Olson 65]．理論的には組織のサイズが大きくなり一
人一人の限界利得が減るならばフリーライダーが増える．その
結果，貢献者が減る [Samuelson 54]ことや，貢献者が誰もい
なくなる [Brubaker 75]ことが言われている．
社会的ジレンマを扱った研究は公共財だけでなく囚人のジレ

ンマや共有地の悲劇のような共有資源に関するジレンマを扱っ
た研究もある．こういった社会的ジレンマを扱う研究にはゲー
ム理論を用いて意思決定をモデル化する研究も数多く存在する
が，これらの研究ではプレイヤの属性が均一なモデルを構築し
たものが多いが，実際には属性が異なっている場合が多く存在
する．例えば，公共財に投資する際に生じるコストはプレイヤ
が置かれている状況によって異なるし，心理的なコストをして
考えると，人によって異なることが本質であると言える．
そこで本研究では投資コストが非均質なプレイヤをモデル

に導入し，ジレンマがあるプレイヤとジレンマがないプレイヤ
が存在するときでどのような協調行動が起こるのかを均衡分析
と計算機実験から分析する．

2. モデル

2.1 意思決定モデル
n 人のプレイヤが存在している．プレイヤは確率 x で公共

財を共有するグループに参加し，公共財に投資するかしないか
の意思決定を行う．メンバー全員の意思決定後，各メンバーは
公共財に投資した人数と自分の意思決定に応じた利得が与えら
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れる．プレイヤには公共財への投資コストが高いプレイヤと低
いプレイヤの 2 種のプレイヤが存在する．各プレイヤは以下
の手順で意思決定する．

1. 各プレイヤは確率 xで公共財共有グループに参加する．

2. 公共財共有グループに参加したプレイヤはそこにいるプ
レイヤの数m，投資コストが低いプレイヤの数 l を把握
した上で，「公共財に投資する」か「公共財に投資しない」
という 2択の意思決定を行う．

3. 公共財に投資した人数と自分の意思決定に応じた利得を
得る．

4. 公共財投資グループから戻る．

以上の 1～4の手順を繰り返す．
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図 1: 意思決定モデルの概念図

2.2 利得関数
公共財に投資した/しないの意思決定によって次のような利

得を得るものとする．

1. 公共財に投資をした場合

Π = bi − c

2. 公共財に投資をしなかった場合

Π = bi
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ただし，i は投資をした人数を表し，b は定数であり，1 人の
公共財投資に対する利得の増分を意味する．cは投資にかかる
コストを表しており，cA，cB のいづれか (cA < cB)でプレイ
ヤ毎に異なる．

2.3 均衡分析
本モデルはジレンマ構造を取り得るモデルになっており，各

プレイヤが合理的に意思決定を行う場合以下のような意思決定
を行う．

1. c − b > 0の場合
このときモデルはジレンマ構造を持っており，プレイヤ
は投資しないという意思決定を行うのが合理的である．

2. c − b ≤ 0の場合
このときモデルはジレンマ構造を持たず，プレイヤは投
資するという意思決定を行うのが合理的である．

本モデルではプレイヤはコスト cに関して非均質であり cA, cB

のそれぞれを取るプレイヤが存在するので以下の 3 つの均衡
状態が考えられる．

(i)cA > 0 かつ cB > 0のとき
全てのプレイヤは投資しない．

(ii)cA ≤ 0 かつ cB > 0

投資コストが低い (c = cA)プレイヤは投資し，投資コス
トが高いプレイヤは投資しない．

(iii)cA ≤ 0 かつ cB ≤ 0

全てのプレイヤは投資する．

3. 計算機実験

3.1 シミュレーションの設定
構築した意思決定モデルにおいて，どのように公共財への投

資が起こるかを観察するために，強化学習を搭載した学習エー
ジェントによるマルチエージェントシミュレーションを行った．
各エージェントは次のように意思決定を行う．公共財共有グ
ループにいるエージェントの人数 m，公共財共有グループに
いる投資コストが低いエージェントの人数 lが環境 sとして入
力され，Q値を元にボルツマン選択によって行動 a ∈ (投資す
る/しない)を選択する．全エージェントが行動を選択した後，
Q値を以下のように更新する．

Q(s, a) = (1 − α)Q(s, a) + αPi

ただし Pi はエージェント iの利得を表し，αは学習率を表
す．今回のシミュレーションでは 0.1 とした．表 1 はシミュ
レーションにおけるパラメータを示している．割合は 0, 0.25,

0.5, 0.75, 1.0の 5パターン，ca は 2, 5, 7の 3パターンで，全
組み合わせ 15の設定で実験を行った．

3.2 結果
各設定で 90000ターンの実験を 5回ずつ行い，それぞれの

最後の 3000ターンの平均をとった結果を以下で示す．シミュ
レーションでは，学習プロセスを観察するのではなく，適応的
なエージェント同士の相互作用の結果，どのような安定状態に
なるかを調べることに主眼を置いている．よって，充分に収束
した状況である 90000ターンのうち最後の 3000ターンを使用
している．
図 2，図 3，図 4はそれぞれ各設定で公共財共有グループに

参加した全エージェントの投資割合，投資コストが低いエー

表 1: パラメータの設定
プレイヤ数 n = 50

AA導入率 y = 0, 0.25, 0.5, 0.75, 1.0

公共財共有グループに
参加する確率

x = 1.0

1 人あたり公共財投資
に対する利得の増分

b = 4

投資コストが低いプレ
イヤの投資コスト

cA = 2, 5, 7

投資コストが高いプレ
イヤの投資コスト

cB = 10

ジェントの投資割合，投資コストが高いエージェントの投資割
合を示している．
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図 2: 全エージェントの投資割合

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0 0.25 0.5 0.75 1

�����R�X�g�ª�á�¢�G�[�W�F� ��g�Ì����

��
��

�¦ C = 2
C = 5
C = 7

図 3: 投資コストが低いエージェントの投資割合

図 2 を見ると投資コストが低いエージェントの割合が高ま
ることで全体の投資率は上昇している．本モデルでは投資コス
トが低いエージェントが投資する際のコスト cは cA < cB と
なっているため，投資コストが低いエージェントの割合が高ま
ることで投資率が高くなっていると考えられる．しかし投資コ
ストが低いエージェントの投資率と投資コストが低いエージェ
ントの割合は正の相関ではないことが図 3からわかる．また，
図 4 から投資コストが高いエージェントの投資率と投資コス
トが低いエージェントの割合には負の相関が見られる．従って
投資コストが低いエージェントの割合が高まることは投資コス
トが高いエージェントが投資しない誘因となっている可能性が
ある．
図 5，図 6，図 7はそれぞれ各設定で公共財共有グループに

来た全エージェントの平均利得，投資コストが低いエージェン
トの平均利得，投資コストが高いエージェントの平均利得を示
している．それぞれのグラフで平均利得と投資コストが低い
エージェントの割合に正の相関が見られる．投資コストが低い
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図 4: 投資コストが高いエージェントの投資割合
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図 5: 全エージェントの平均利得

エージェントの割合の増加とともに投資する人数が増加するの
で公共財から得られる利得 biが増加することと，投資コスト
cが低いエージェントの割合が高まることによるものである．
図 8，図 9，図 10は cA = 5のときの各コストでのエージェ

ントが観察することが出来る公共財共有グループにいる人数
m，公共財共有グループにいる投資コストが低いエージェン
トの数 l，公共財共有グループにおける投資コストが低いエー
ジェントの割合 l/mの条件毎の，投資コストが低いエージェ
ントの投資率を示している．図 8 では投資コストが低いエー
ジェントの割合による傾向の違いが見られるが，図 9，図 10

では投資コストが低いエージェントの割合による大きな傾向の
差は見られない．図 9から，投資コストが低いエージェントは
公共財共有グループにいる投資コストが低いエージェントが 2

人前後のときに投資する割合が高く，それ以上人数が増えると
投資する割合が減る．また図 9 から公共財共有グループの投
資コスト低いエージェントの割合も 0.5前後のときに一番高く
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図 6: 投資コストが低いエージェントの平均利得
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図 7: 投資コストが高いエージェントの平均利得
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図 8: 公共財共有グループのエージェント数 mと投資コスト
が低いエージェントの投資率
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図 9: 投資コストが低いエージェント数 lと投資コストが低い
エージェントの投資率
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図 10: 投資コストが低いエージェントの割合 l/mと投資コス
トが低いエージェントの投資率
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なり，投資コストが低いエージェントの割合がそれ以上高くて
も投資率は上がらない．

4. 終わりに

計算機実験の結果から，投資コストが低いプレイヤの割合
が高まることで全体の公共財への投資率は高まるが，投資コス
トが低いプレイヤの割合が高まるほど投資コストが高いプレ
イヤは公共財へ投資しなくなり，投資コストが低いプレイヤの
割合を 5 割前後にすることで投資コストが低いプレイヤの公
共財への投資率が高まると示唆される．また，投資コストが低
いエージェントの割合を高めることでプレイヤの利得の合計は
高くなった．投資コストが低いプレイヤの意思決定に着目する
と，公共財を共有する投資コストが低いプレイヤの数が強い影
響を与えており，投資コストが低いプレイヤが 2 人のときに
特に高い公共財への投資率が観察された．
今後，これらの実験結果から実際の企業における組織での

検証実験を計画している．
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